
陸上自衛隊達第３５―１号 

 警務手帳に関する訓令（昭和 30 年防衛庁訓令第 75 号）第 11 条の規定に基き、

警務手帳の細部取扱に関する達を次のように定める。 

  昭和 31年 10月５日 

陸上幕僚長 陸将 筒井 竹雄  

 

   警務手帳の細部取扱いに関する達 

 

改正 昭和 33年 11月 19日達第 70―４―１号 昭和 36年９月 30日達第 122―35 号 

 昭和 40年２月 23日達第 122―54 号 昭和 53年１月 13日達第 122―108 号 

 昭和 55年２月 26日達第 35―１―１号 昭和 57年４月 30日達第 122―119 号 

 平成元年２月 10日達第 122―127 号 平成６年３月 17日達第 35―１―２号 

 平成 11年３月 25日達第 35―１―３号 平成 13年３月 27日達第 35―１―４号 

 平成 20年２月 27日達第 35―１―５号 平成 20年７月 23日達第 122―228 号 

 平成 21年２月３日達第 122―230 号 平成 23年４月１日達第 32―19 号 

 平成 30年２月 20日達第 35―１―６号 平成 31年４月 19日達第 122―302 号 

 令和元年６月 27日達第 122―303 号 令和３年２月 26日達第 35―１―７号 

 令和３年 12月 22日達第 35―１―８号 令和５年９月 25日達第 35―１―９号 

 令和６年６月 17日達第 35―１―10号 令和６年 10月２日達第 35―１―11号 

 

（目的） 

第１条 この達は、警務手帳に関する訓令（以下「訓令」という。）第１０条の規

定に基づき、警務手帳の交付及び返納手続、報告等について必要な細部の事項

を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによるものとする。 

(1) 「部隊等」 自衛隊犯罪捜査服務規則（昭和３４年防衛庁訓令第７２号）

第２条第７号に規定する部隊等をいう。 

(2) 「部隊等の長」 前号に規定する部隊等の長をいう。 

(3) 「警務官等」 警務官及び警務官補の指定並びに権限の行使及び調整に関

する訓令（昭和３０年防衛庁訓令第３３号）第１条に規定する警務官及び警

務官補をいう。 

（証票の制式） 

第３条 証票の制式は、訓令に規定するほか次の各号に定めるところによる。 

(1) 証票には、手帳番号、所属、司法警察職員の区分（司法警察員又は司法巡



査）、階級、氏名（ローマ字表記を含む。）及び交付年月日を記入等する。 

(2) 証票に貼り付ける写真（以下「証票用写真」という。）については、写真下

端が胸付近とし、頭頂部及び両肩を入れるものとする。 

(3) 訓令第３条第３号に規定する陸上幕僚監部の印の規格は、別紙第１に定め

るところによる。 

（警務手帳の交付） 

第４条 部隊等の長は、警務官等の指定の上申に併せ、写真台紙（別紙第２）に

貼り付けた証票用写真２枚を、順序を経て速やかに陸上幕僚長に送付しなけれ

ばならない。 

２ 陸上幕僚長は、警務官等を命じた場合は、当該警務官等に対して、部隊等の

長を通じて速やかに警務手帳を交付するものとする。 

３ 警務手帳の交付を受けた警務官等は、異状の有無を確かめるとともに警務手

帳受領書（別紙第３）に所要の事項を記入等し、部隊等の長に提出するものと

する。 

４ 部隊等の長は、提出された警務手帳受領書を警務手帳名簿（別紙第４）に添

付し、順序を経て陸上幕僚長に報告するものとする（警定第１２号）。 

（証票の交換） 

第５条 警務官等は、次の各号に掲げる理由により証票の再交付を受ける場合に

は、警務手帳再交付申請書（別紙第５）に所要の事項を記入等し、部隊等の長

に提出しなければならない。 

(1) 証票が破損又は汚損により使用に堪えなくなったとき 

(2) 証票の写真の甚だしい変色又は本人の容貌が著しく相違したとき 

(3) 改氏又は改名をしたとき 

(4) 改氏による証票の交換後、旧姓の使用をしたとき 

(5) 旧姓の使用を中止したとき 

(6) 昇任したとき 

(7) 幹部候補者を免ぜられ、現階級より下位の階級に任命されたとき 

２ 部隊等の長は、提出された警務手帳再交付申請書及び写真台紙に張り付けた

証票用写真２枚を警務手帳名簿に添付し、順序を経て陸上幕僚長に申請するも

のとする。  

３ 証票の再交付を受けた場合は、前条第３項及び第４項の規定に準じた報告に

併せ旧証票を返納するものとする。 

４ 部隊等の長は、旧姓使用に当たり証票の再交付の有無にかかわらず、防人計

第１５８９１号（２９．１０．３１）「防衛省における職員の旧姓使用について

（通知）」別紙様式第１「旧姓使用申出書」又は別紙様式第２「旧姓使用中止

届」の写しを添付し、第２項の規定に準じて報告するものとする（警定第１３



号）。 

（本体及び司法警察職員章の交換） 

第６条 警務官等は、本体又は司法警察職員章が破損又は汚損により使用に堪え

なくなった場合には、前条の規定に準じた手続を実施するものとする。 

２ 部隊等の長は、提出された警務手帳再交付申請書を警務手帳名簿に添付し順

序を経て陸上幕僚長に申請するものとする。 

３ 本体又は司法警察職員章の再交付を受けた場合は、第４条第３項及び第４項

の規定に準じた報告に併せ旧本体又は旧司法警察職員章を返納するものとす

る。 

（警務手帳の返納） 

第７条 警務官等は、次の各号に掲げる事由が生じた場合には、速やかに部隊等

の長に警務手帳を返納しなければならない。 

(1) 警務官等の指定を取り消されたとき 

(2) 退職、免職又は失職により隊員としての身分を喪失したとき 

２ 部隊等の長は、証票の記載事項を朱線で斜めに消除し、上部余白に返納年月

日を記入等するものとする。 

３ 部隊等の長は、返納を受けた警務手帳を警務手帳名簿に添付し、順序を経て

陸上幕僚長に報告及び返納するものとする（警定第１４号）。 

４ 警務官等が死亡により隊員としての身分を喪失した場合については、前項の

規定に準ずるものとする。 

（警務手帳の亡失） 

第８条 警務官等は、警務手帳又はその一部を亡失した場合には、直ちに警務手

帳亡失報告書（別紙第６）に所要の事項を記入等し、部隊等の長に提出しなけ

ればならない。 

２ 部隊等の長は、提出された警務手帳亡失報告書を、順序を経て陸上幕僚長に

直ちに報告するとともに、所要の調査及び捜索を行い、部内、及び必要に応じ

て都道府県警察その他の関係機関に通知する等の処置を講ずるものとする（警

定第２号）。 

３ 前項の処置を行った部隊等の長は、亡失の具体的状況、処置、意見等を詳報

しなければならない。 

（警務手帳が無効となった場合の処置） 

第９条 陸上幕僚長は、前条第２項に規定する報告を受けた後、亡失した警務手

帳の無効を陸上自衛隊報により公示するものとする。  

２ 警務官等は、亡失した警務手帳の無効の公示がなされた後、警務手帳の証票

又は司法警察職員章の再交付のため第５条又は第６条に規定する処置を速やか

に行わなければならない。 



（保管） 

第１０条 陸上幕僚長は、未交付の警務手帳の保管に当たっては、鍵のかかる容

器に納め厳重に保管するものとする。 

（記録等）  

第１１条 訓令第４条第２項に規定する警務手帳交付台帳の記入等は、次の各号

に定めるところによる。 

(1) 警務手帳の交付を行った場合には、交付の順に手帳番号を付与し、当該手

帳番号、所属、階級・氏名、認番及び交付年月日欄を記入等する。 

(2) 警務手帳の返納を受けた場合には、備考欄に返納の理由及び返納の年月日

を記入等し、手帳番号、所属、階級・氏名、認番及び交付年月日欄を朱線で

消除する。 

(3) 警務手帳又はその一部が亡失により無効になった場合には、備考欄に亡失

の理由及び亡失の年月日を記入等し、手帳番号、所属、階級・氏名、認番及

び交付年月日欄を朱線で消除する。 

(4) 警務手帳又はその一部の再交付を行った場合は、備考欄に再交付した警務

手帳又はその一部の名称、再交付の理由及び再交付の年月日を記入等する。 

２ 陸上幕僚長は、警務手帳の本体、証票及び司法警察職員章について、それぞ

れ警務手帳出納簿（別紙第７）を作成し、保管及び出納の状況を管理するもの

とする。 

３ 備付簿冊等（電磁的記録を含む。）の保存期間は、次の各号に掲げるところに

よる。 

(1) 警務手帳交付台帳  特定日以後３０年 

(2) 警務手帳出納簿  特定日以後１年 

附 則 

この達は、昭和 31年 11月１日から施行する。 

附 則（昭和 33年 11月 19日陸上自衛隊達第 70―４―１号） 

この達は、昭和 33年 12月１日から施行する。 

附 則（昭和 36年９月 30日陸上自衛隊達第 122―35 号） 

１ この達は、昭和 37年１月 18日から施行する。 

２ この達の施行の日から自衛隊法の一部を改正する法律（昭和 36年法律第 126

号）附則第１項の指定日までの間は同法附則第２項前段の規定によりなお存続

する管区隊又は混成団については、この達による改正前の陸上自衛隊達の規定

はなおその効力を有する。 

附 則（昭和 40年２月 23日陸上自衛隊達第 122―54 号） 

この達は、昭和 40年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 53年１月 13日陸上自衛隊達第 122―108 号） 



この達は、昭和 53年１月 30日から施行する。 

附 則（昭和 55年２月 26日陸上自衛隊達第 35―１―１号） 

この達は、昭和 55年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 57年４月 30日陸上自衛隊達第 122―119 号） 

１ この達は、昭和 57年４月 30日から施行する。 

２ この達施行の際現に保有する公印は、新たに作成するまでそのまま使用する

ことができる。 

３ この達施行の際現に保有する旧様式の用紙類は、当分の間内容を修正して使

用することができる。 

附 則（平成元年２月 10日陸上自衛隊達第 122―127 号） 

１ この達は、平成元年２月 10日から施行し、同年１月８日から適用する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用する

ことができる。 

附 則（平成６年３月 17日陸上自衛隊達第 35―１―２号） 

この達は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成 11年３月 25日陸上自衛隊達第 35―１―３号） 

この達は、平成 11年３月 29日から施行する。 

附 則（平成 13年３月 27日陸上自衛隊達第 35―１―４号） 

この達は、平成 13年４月１日から施行する。 

附 則（平成 20年２月 27日陸上自衛隊達第 35―１―５号） 

１ この達は、平成 20年３月 10日から施行する。 

２ この達の施行の日前に警務手帳の細部取扱に関する達第２条の規定により交

付を受けた警務手帳の取扱いについては、この達施行以後においても、なお従

前の例によるものとする。 

附 則（平成 20年７月 23日陸上自衛隊達第 122―228 号） 

この達は、平成 20年７月 23日から施行する。 

附 則（平成 21年２月３日陸上自衛隊達第 122―230 号） 

この達は、平成 21年２月３日から施行する。 

附 則（平成 23年４月１日陸上自衛隊達第 32―19 号）（抄） 

この達は、平成 23年４月１日から施行する。 

附 則（平成 30年２月 20日陸上自衛隊達第 35―１―６号） 

この達は、平成 30年３月 27日から施行する。 

附 則（平成 31年４月 19日陸上自衛隊達第 122―302 号） 

１ この達は、平成 31年５月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用するこ

とができる。 



附 則（令和元年６月 27日陸上自衛隊達第 122―303 号） 

１ この達は、令和元年７月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存する本改正前の様式による用紙は、当分の間、こ

れを修正した上使用することができる。 

附 則（令和３年２月 26日陸上自衛隊達第 35―１―７号） 

１ この達は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存するこの達による改正の前の様式（以下「旧様

式」という。）により使用されている書類は、この達による改正後の様式によ

るものとみなす。 

３ この達の施行の際、現に存する旧様式による用紙については、当分の間、こ

れを修正の上使用することができる。 

附 則（令和３年 12月 22日陸上自衛隊達第 35―１―８号） 

この達は、令和４年１月１日から施行する。 

附 則（令和５年９月 25日陸上自衛隊達第 35―１―９号） 

この達は、令和５年９月 25日から施行する。 

附 則（令和６年６月 17日陸上自衛隊達第 35―１―10号） 

この達は、令和６年６月 17日から施行する。 

附 則（令和６年 10月２日陸上自衛隊達第 35―１―11号） 

この達は、令和６年 10月２日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第１（第３条関係） 

 

陸上幕僚監部の印の規格 
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２５ｍｍ 



別紙第２（第４条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

 

写 真 台 紙 

    

部 隊 等： 

階級、氏名： 

部 隊 等： 

階級、氏名： 

    

部 隊 等： 

階級、氏名： 

部 隊 等： 

階級、氏名： 

    

部 隊 等： 

階級、氏名： 

部 隊 等： 

階級、氏名： 

    

部 隊 等： 

階級、氏名： 

部 隊 等： 

階級、氏名： 

    

部 隊 等： 

階級、氏名： 

部 隊 等： 

階級、氏名： 

 



別紙第３（第４条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

※ 受領の内容により、「警務手帳」を「警務手帳（本体）」、「警務手帳（証票）」

又は「警務手帳（司法警察職員章）」に置き換えて使用する。 

  年  月  日 

  

 

陸上幕僚長  殿 

 

部 隊 等：○○○○○○○ 

階   級：○○○○○○○ 

氏   名：○○ ○    

○○○○○○○                        

 

 

 

警 務 手 帳 受 領 書 

 

私は、下記警務手帳を受領いたしました。 

 

記 

 

１ 手 帳 番 号 

２ 受領年月日 

 

 

 

 



別紙第４（第４条関係） 

 

警 務 手 帳 名 簿 

番号 部隊等 階級 
氏 名 

ｎａｍｅ 
手帳番号 理 由 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

寸法：日本産業規格Ａ４ 

※ 使用する内容により、「警務手帳」を「警務手帳（本体）」、「警務手帳（証

票）」又は「警務手帳（司法警察職員章）」に置き換えて使用する。 

 

 



別紙第５（第５条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

※ 再交付の内容により、「警務手帳」を「警務手帳（本体）」、「警務手帳（証

票）」又は「警務手帳（司法警察職員章）」に置き換えて使用する。 

 

  年  月  日 

  

 

陸上幕僚長  殿 

 

部  隊  等：○○○○○○○ 

階   級：○○○○○○○ 

氏   名：○○ ○○   

ｎ ａ ｍ ｅ：○○○○○○○ 

○○○○○○○                        

 

 

警 務 手 帳 再 交 付 申 請 書 

 

下記の理由により、警務手帳の再交付を申請いたします。 

 

記 

 

１ 手帳番号 

２ 理  由 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    



別紙第６（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

※ 亡失の内容により、「警務手帳」を「警務手帳（本体）」、「警務手帳（証票）」

又は「警務手帳（司法警察職員章）」に置き換えて使用する。 

   年  月  日 

  

 

陸上幕僚長  殿 

 

部 隊 等：○○○○○○○ 

階   級：○○○○○○○ 

氏   名：○○ ○○   

ｎ ａ ｍ ｅ：○○○○○○○ 

○○○○○○○                        

 

 

警 務 手 帳 亡 失 報 告 書 

（警定第２号） 

 

私は、下記のとおり警務手帳を亡失しましたので報告いたします。 

 

記 

 

１ 手 帳 番 号 

２ 亡 失 の 日 時 

３ 亡 失 の 場 所 

４ 亡失の事由及び状況 

 

 



別紙第７（第１１条関係） 

 

警 務 手 帳 出 納 簿 

年月日 接 受 配 布 残 数 接受又は配布先 備 考 

      

      

      

      

      

      

      

寸法：日本産業規格Ａ４ 

 

※ 保管及び出納の内容により、「警務手帳」を「警務手帳（本体）」、「警務手帳

（証票）」又は「警務手帳（司法警察職員章）」に置き換えて使用する。 


